
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度小中学生保護者物価高騰
支援事業

①物価高騰により学校給食の食材費が値上がりし、現在の給食費負担
金単価では賄いきれない状況がある。物価高騰の中で保護者への負担
を軽減するため給食費の単価を値上げすることなく臨時交付金を活用し
賄材料費を確保する。
②小中学校の給食費の物価高騰分の減免に係る費用（物価高騰により
値上がりした賄材料費に交付金を充当）
③賄材料費：12,828千円（R7前期１日当たり食数1,069食×年間給食日数
100日×1食当りの値上げ単価65円、R7後期１日当たり食数1,069食×年
間給食日数100日×1食当りの値上げ単価55円）（いずれも教職員の給食
費は含んでいない）
④生活者（保護者）
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2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度保育園児保護者物価高騰
支援事業

①保育所等へ物価高騰による副食費の値上がり分を補助し、子育て世帯
への支援を実施する。これにより、物価高騰下における保護者の経済的
負担を少しでも軽減する。さらに保育給食の質を維持し、適切な栄養価の
副食の提供を通じて子どもの健全な成長・発達に貢献する。
②【町内保育園等】公立：値上げすることなく臨時交付金を活用し賄材料
費を確保する。
私立：保育所等へ値上がり相当分を補助金で交付することで保護者への
副食費値上げを防ぐ。値上げ後の月額4,900円に対して副食費免除対象
者(国)は公定価格4,800円/月との差額、その他は町の基準月額4,500円と
の差額を補助。
③賄材料費：330千円（町内公立：月平均23人×副食費値上がり分100円
×12月、月平均63人×副食費値上がり分400円×12月）、補助金606千円
（町内私立：月平均35.6人×副食費値上がり分100円×12月、月平均
117.3人×副食費値上がり分400円×12月）　（教職員の給食費は含んで
いない）
④町内保育所、認定こども園の保護者

R7.4 R8.3
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